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要付き）』31 頁、『潮見』54 頁、『一問一答』65 頁以下を参照。略語表記等については、
鳥谷部「民法（債権関係）改正の意義と課題（1）民法総則等」広島法学 42 巻２号１







債務不履行による損害賠償、第 11　契約の解除、第 12　危険負担、第 13　
受領（受取）遅滞、第 14　債権者代位権、第 15　詐害行為取消権、第 16　
多数当事者の債権及び債務、第 17　保証債務、第 18　債権譲渡、第 19　有














（２） 　『中間試案（補足説明）』（2011 年）と『中間試案（概要付き）』（2013 年）では、改
正枠組みが異なっている。
（３） 　『中間試案（概要付き）』目次及び１頁から 31 頁、鳥谷部・前掲広島法学 42 巻２号
参照。






















































　選択債権に関する民法 406 条から 411 条までの規律を基本的に維持したう
（６） 　『潮見』54 頁、『一問一答』66 頁、我妻栄＝有泉亨＝清水誠＝田山輝明『コンメンター
ル民法総則・物権・債権（第 5版）』（日本評論社、2018 年）704 頁（以下、『我妻ほか・
コンメンタール』と略す）参照。






















































（９） 　『注解・基本方針Ⅱ』256 頁、『潮見』60 頁、我妻ほか・コンメンタール 739 頁。
（10） 　『一問一答』71 頁参照。


























（11） 　『潮見』61 頁、『注解・基本方針Ⅱ』19 頁。




















































































（15） 　『基本方針』144 頁、『潮見』75 頁、『注解・基本方針Ⅱ』288 頁参照。
（16） 　『注解・基本方針Ⅱ』220 頁参照。





















































割合が「1.5」であった場合、その差は 0.7 で 1％未満となり、第２期の見直
しをしない。３期における基準割合が「2.9」の場合で第１期との差が2.1で１％
（20） 　『注解・基本方針Ⅱ』174 頁、『一問一答』78 頁～ 86 頁、『講義債権法』100 頁参照。






















































（21） 　『注解・基本方針Ⅱ』177 頁、『潮見』72 頁、『一問一答』89 頁参照。
（22） 　最判平成 17・６・14 民集 59 巻５号 983 頁、中舎・前掲論文 303 頁以下、『一問一答』
87 頁、『Before/After』102 頁など参照。
























































（27） 　『潮見』68 頁、『我妻ほか・コンメンタール』771 頁参照。





































































































39・10・29 民録 12 輯 1358 頁）。
　第２項により、受領遅滞の効果として、その履行の不能は債権者の責めに
帰すべき事由となり、債権者は、契約の解除ができず（改正法 543 条）、債務
者の反対給付を拒むことができないことになる（改正法 536 条 2 項、部会資

























































（34） 　『潮見』71 頁、『一問一答』91 頁参照。
（35） 　『注解・基本方針Ⅱ』425 頁参照。
広島法学　43 巻１号（2019 年）－ 248
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　『改正法』は、判例法理を明文化したものである。判例（最判昭 44・６・




























である。通説・判例は直接給付型（大判昭和 10・3・12 民録 14 輯 482 頁）に
















































自ら訴えを提起できないとするものがあった（大判昭和 14・5・16 民集 18 巻
557 頁）。これに対して、債権者代位権は、債務者が自ら権利行使をしない場
合に限って認められるものであり、債務者の処分権限を奪うのは過剰である


































































同意がある場合に判例（最判昭和 40・９・21 民集 19 巻６号 1560 頁、最判昭
















（48） 　『潮見』83 頁、『ポイント』184 頁以下。補充性については、『要点解説』160 頁参照。





















































（51） 　『潮見』84 頁、『一問一答』100 頁、『講義債権法』143 頁、『我妻ほか・コンメンター
ル』800 頁参照。























































（54） 　『潮見』86 頁、『一問一答』102 頁、『講義債権法』129 頁参照。




































（最判昭 33・９・26 民集 12 巻 13 号 3022 頁〔弁済〕、最判昭 32・11・１民集



















広島法学　43 巻１号（2019 年）－ 236
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（63） 　『潮見』95 頁、『講義債権法』136 頁参照。
（64） 　『注解・基本方針Ⅱ』514 頁以下参照。
広島法学　43 巻１号（2019 年）－ 232
− 39 −
を被告としてＢＣ間の行為の取消しと合わせて請求するものであった（大連




















































判例（大判大正 10・６・18 民録 27 輯 1168 頁）は、取消債権者への直接の支
（67） 　『注解・基本方針Ⅱ』476 頁以下参照。












































































　『中間試案』68 頁は、破産法 169 条と同様の趣旨であり、債務者の受益者
に対する弁済等が取消されたときは、受益者の債務者に対する債権が復活す
るとした（大判昭和 16・２・10 民集 20 巻 79 頁）。
　『改正法』は、債務者Ｂがした弁済等の債務消滅行為が取り消された場合に
（72） 　『潮見』89 頁、『講義債権法』147 頁参照。































（75） 　『潮見』101 頁、『一問一答』103 頁参照。





















































（79） 　『一問一答』114 頁、『講義債権法』154 頁参照。
広島法学　43 巻１号（2019 年）－ 224
− 47 −
きな影響はないと考えられる（理論的には複雑な背景がある）。利息の変動に
関する法定利率（404 条）・中間利息の控除（417 条の２）は新たに導入された。
変動性の利率は期間ごとに変わりうるが、債権発生時での法定利率が原則と
なり、事情に応じて対応が必要であろう。また、法的責任の基礎理論に関わ
る債務不履行による損害賠償（415 条）や受領遅滞（413 条）は、概念の区分
や内容に変更もあり、契約書作成などにおいても法律施行前後で混乱に陥ら
ないよう準備が必要である。大幅に判例法理が明文化され変更されたのが債
権者代位権と詐害行為取消権である。とくに、債権者代位権では、代位権行
使の範囲、債権者への支払等、相手方の抗弁、債務者の取立権限等、訴訟告知、
登記・登録請求権の代位等が明文化（新設・変更）された。また、詐害行為
取消権では、受益者に対する詐害行為取消権、相当の対価による処分行為、
担保の供与、過大な代物弁済等、転得者に対する詐害行為取消権、債権者に
よる返還・償還請求権、訴訟告知、詐害行為の取消しの範囲、債権者への引
渡等、認容判決の効力、受益者による償還請求権、転得者による償還請求権、
出訴期間等などが明文化され又は判例の変更が行われた。判例変更の新条文
が散見される。実務においては、これらに適切に対応することが求められる
ことになろう。
